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道路整備財源の確保に関する要請について 

 

 

平素より、特別区政の運営につきまして、特段のご高配を賜り厚く御礼申し上げ

ます。 

さて、第１６９回国会に内閣が提出した税制関連法案では、道路特定財源につい

て、税率の特例措置等の適用期限を１０年延長することとされています。一方、民

主党が先に示した税制改革大綱では、自動車関係諸税の特定財源全てを一般財源化

し、暫定税率を廃止するとしています。 

特別区の区域では、人口・企業の極度の集中による放置自転車対策、交通渋滞の

緩和、災害時の避難路の確保など、交通、都市基盤等の面で大都市特有の膨大な行

政需要を抱えています。 

特に、都市計画道路の整備では、主要な幹線道路網の未整備区間が散在しており、

大都市東京の道路ネットワークとしての機能が十分に果たせない状況にあります。 

このような状況で、道路特定財源の暫定税率が廃止され財源の確保ができなくな

れば、道路整備をはじめとする膨大な都市基盤整備に対応できなくなるばかりでは

なく、特別区が実施している様々な区民サービスに甚大な影響をもたらすことにな

ります。 

つきましては、以下の事項の実現に向け、格段のご尽力をいただきますようお願

いいたします。 

１ 道路特定財源に対する暫定税率を維持するための法案の年度内成立を図る

こと。 

２ 地域の道路整備に不可欠な地方道路整備臨時交付金制度を維持すること。 

３ 受益者負担という道路特定財源制度の趣旨に鑑み一般財源化することなく、

大都市東京における真に必要な道路整備が計画的・確実に実施できるようにす

ること。 

 



  

 

 
◇ 特別区は、道路特定財源の暫定税率等の維持を求めます 

 

○ 道路特定財源に対する暫定税率を維持するための法案の年度内成立を図る

こと。 

○ 地域の道路整備に不可欠な地方道路整備臨時交付金制度を維持すること。 

○ 受益者負担という道路特定財源制度の趣旨に鑑み一般財源化することなく、

大都市東京における真に必要な道路整備が計画的・確実に実施できるよう

にすること。 

 

 

 

 

 

◇ 暫定税率等が廃止されると、特別区への影響は 

 

　４０億円（△１４０億円）

地方税分（譲与税等含む）

東京都全体で
１２００億円

東京都全体で
１３００億円

特別区１８０億円

特別区３９０億円

東京都・市町村

９１０億円

１２５億円

２２０億円（△１７０億円）

４４０億円

国庫補助金・地方道路整備臨時交付金

東京都・市町村

１０２０億円 特別区の影響は約△３１０億円

(東京都全体で約△１６７５億円)

 ◆道路特定財源の暫定税率
 ◆地方道路整備臨時交付金制度
 　が廃止されると





 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

 

○ガソリン税や軽油引取税などの道路目的税は、道路整備に使うための暫定措置とし

て、地方税法等で基本税率の約２倍の税率が適用されています。 
○道路特定財源の暫定税率は、地方税法等で期間を限定して定められており、法改正

によって今日まで継続されてきました。現在の法律は今年の３月末で期限切れとな

ります。この暫定税率を維持するための法案が現在開会中の国会で審議されること

になっています。 

道路特定財源の暫定税率とは 

暫暫定定税税率率はは皆皆様様のの安安全全・・安安心心なな生生活活をを支支ええるる  
道道路路をを守守るるたためめのの貴貴重重なな財財源源でですす。。  
国国民民のの皆皆様様ののごご理理解解ををおお願願いいししまますす。。  

 

○暫定税率を維持するための法案が年度内に法案が成立しない場合には、４月からガ

ソリンや軽油の価格が下がります。生活必需品の価格が上昇している中で、一見、

ありがたいことに思えますが、仮にそのまま暫定措置が廃止されると、都道府県と

市町村を合わせた自治体全体では、１兆６千億円を超える減収が生じます。 
○その結果、道路の整備や維持補修が十分に行えなくなってしまいます。高速道路や

幹線道路の建設が進まなくなるだけでなく、都市部における渋滞解消、生活道路の

安全対策、道路の除雪、橋りょうの耐震補強なども進まなくなります。道路は荒廃

し、最悪の場合、落橋事故などが発生する可能性も否定できません。 
○自治体の財政が悪化する結果、福祉、教育等他の行政サービスを切り詰めなければ

ならず、道路以外の住民サービスの低下も懸念されます。 

道路特定財源の暫定税率が廃止されると 

地方六団体は、必要な道路づくりと道路の安全確保のために、また自治体

の提供する住民サービスの質を守るために、道路特定財源の暫定税率を維

持することは不可欠であると考えています。国民の皆様のご理解をよろし

くお願いいたします。 

【地方六団体】全国知事会       全国市長会    全国町村会 
全国都道府県議会議長会 全国市議会議長会 全国町村議会議長会 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

道路特定財源の暫定税率維持が必要な理由 

①住民の安全・安心の向上や地域の活性化のため 

○道路整備が不十分な地域では、児童・生徒の通学路に歩道やガードレールが設置されていない、

救急搬送に時間がかかり、救急救命に不安があるなどの課題を抱えています。 
また、高速道路の空白地域では、産業振興や観光振興のために一日も早い高速道路の完成が望

まれています。 
 

○都市部の渋滞解消のためには、開かずの踏切の解消や環状道路の整備が必要です。鉄道の連続

立体交差化事業に必要な費用の９割は道路特定財源で賄われています。 

       
歩道やガードレールのない通学路       鉄道の連続立体交差化事業  

 
○道路特定財源は道路建設だけでなく、維持管理にも使われています。道路の除雪やガードレー

ルなどの交通安全施設の維持管理も道路特定財源で賄われています。 
   
 
 
 
 
 
     道路の除雪       巡回車による巡回     橋りょうの補修 
 
○今後 20 年間にわたって高度経済成長期に建設した橋りょう等が続々と更新時期を迎え、大規

模な改修が必要になってきます。改修には多大な費用が必要であり、厳しい財政状況のもとで

費用を賄うためには、道路特定財源と暫定税率の維持は欠かせません。 
 

②質の高い住民サービスを守るため 
○暫定税率が廃止されると、都道府県と市町村の収入は、１兆 6 千億円を超える減収となります。

現在の予算のもとでは、道路の建設はもちろん、維持・管理・補修の費用さえ賄えなくなりま

す。 
○暫定税率が廃止されると、他の分野に充てていたはずの税収を道路事業にまわさなければなら

なくなり、福祉、教育等他の分野の予算を一層切り詰めることになるほか、新たな負担をお願

いすることにもなりかねません。 
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